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憲 法 

平成２３年 ・平等権（憲法１４条１項）

・積極的差別解消措置

平成２４年 ・国民審査制度の法的性質（解職制度か否か）

平成２５年 ・立候補の自由（憲法１５条１項）

・平等権（憲法１４条１項）

平成２６年 ・職業の自由（憲法２２条１項）

・消極的結社の自由（憲法２１条１項）

平成２７年 ・違憲審査権の根拠

・条約と憲法の優劣

・条約も違憲審査の対象になるか

・統治行為論

平成２８年 ・消極的表現の自由

・結社としての活動の自由

平成２９年 ・具体的財産権（憲法２９条１項）

・損失補償（憲法２９条３項）

平成３０年 ・｢法律上の争訟」

・団体の内部問題に対する司法審査の可否・限界

・思想・良心の自由（憲法１９条）

・表現の自由（憲法２１条１項）

令和１年 ・信教の自由（憲法２０条１項前段）

・政教分離の原則（憲法２０条１項後段）

令和２年 ・取材の自由（憲法２１条１項）

令和３年 ・広告物掲示と「表現の自由」

・印刷物配付と「表現の自由」

・パブリック・フォーラムの理論

令和４年 ・私鉄の労働者の争議行為等の禁止（憲法２８条）

令和５年 ・取材源の秘密

予備試験過去問の出題事項 
加藤ゼミナール




